
 

9.下水処理水再利用における衛生学的安全性評価手法に関する調査 
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１．はじめに 

都市内における貴重な水資源確保の観点から、下水処理水の適切な再利用がより一層重要なものとなると考え

られる。このため、国土交通省都市・地域整備局下水道部及び国土技術政策総合研究所下水道研究部は、平成 15
年度に下水処理水再利用に関わる水質基準等に関する委員会を設置し、委員会における審議を経て、「下水処理水

の再利用水質基準等マニュアル」１）を策定した。この検討の中で、適切な再生水利用を進めるために、マニュア

ルが有効に機能しているか適宜フォローアップを行い、必要に応じて本マニュアルの見直しを行っていく必要が

あることに加え、(1)大腸菌に関する知見の収集、(2)再生水曝露量の設定、(3)ウイルス対応の基準の検討、(4)病原

微生物測定技術の改良、(5)安価で高度な水処理技術の開発、(6)新たな利用用途に関する検討、(7)再生水が藻類等

の水生生物に与える影響等の検討等に対応していく必要があると指摘された１）。 
以上を踏まえ、本調査では、(2)再生水曝露量の設定に関連して、下水処理水再利用における空中浮遊菌発生量

の評価方法に関する検討、(3)ウイルス対応の基準の検討に関連して、PCR 法における検出結果の評価方法に関す

る検討を行うこととする。 
 

２．下水処理水再利用における空中浮遊菌発生量の評価方法に関する検討 
霧状の飛沫が発生するような大規模な滝や噴水等への下水処理水の利用事例が見られるが、これらの用途にお

ける下水処理水の曝露量の実態については不明な点が多く、リスク評価が困難な状況にあるため、基礎的な知見

を集積する必要がある。 
 

２．１ 空中浮遊菌の指標細菌の検討 

（１）調査方法 

空中浮遊菌の測定方法は、落下菌法、衝突捕集法、遠心衝

突法、衝突洗浄法（インピンジャー法）、ろ過法に大別される。 
本検討では、衝突捕集法のうち、多孔板法を採用すること

とし、空中浮遊菌測定エアーサンプラーBIO-SAS（アイネク

ス社製）を使用した。なお、多孔板法方式の機器は小型で、

使用も簡単で価格も安いことから、多くの利用実績がある２）。 
本検討で用いたエアーサンプラーは「無菌医薬品製造区域の

微生物試験法」浮遊菌測定サンプリング装置の捕集性能試験

に定められた試験方法、ISO14698-1（クリーンルーム生物汚

染管理、一般原則）による捕集性能試験で、0.8μm 以上の枯

草菌芽胞を 99％捕集できることが確認されているが、試験性 
能の確認に用いられている枯草菌芽胞は、乾燥などの物理的 
条件に強く、試験中に容易に死滅せず、発生器を用いて一定時間安定、かつ単体で発生でき、人体に危険がなく、

写真－１ 空中浮遊菌発生源（パイロットプラント

生物反応槽） 
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外部からの汚染物と区別ができるなどの条件を満足する生物粒子として選定されたものである。 
一方、下水処理水再利用における空中浮遊菌発生量を評価するにあたっては、下水中に特異的に存在し、かつ

環境条件に強い細菌を選定する必要がある。そのため、大腸菌群、大腸菌、腸内細菌、一般細菌及び嫌気性芽胞

を対象として、下水処理水再利用における空中浮遊菌の指標細菌として最も適切と考えられるものについて検討

を行うこととした。なお、測定に用いる培地は、大腸菌群、大腸菌及び腸内細菌についてはクロモカルト寒天培

地、一般細菌については標準寒天培地、嫌気性芽胞についてはハンドフォード改良寒天培地とした。 
調査は、空中浮遊菌発生源としてパイロットプラントの生物反応槽（写真―１）を用いて、空中浮遊菌発生源

近傍（生物反応槽からの距離 0m、1.5m）及びバックグラウンド（生物反応槽からの距離約 25m であり、生物反

応槽との間には高さ 6～7m 程度の建物があるため、影響は殆ど無いと考えられる）にて空気を捕集し、前述の細

菌の測定を行った。なお、生物反応槽からの距離 1.5m 地点及びバックグラウンドについては、地表からの高さ約

1.5m で捕集を行い、生物反応槽からの距離 0m 地点については、反応槽水面からの高さ約 0.4m で捕集を行った。

パイロットプラントの処理法は標準活性汚泥法であり、運転条件は HRT=10hr、曝気槽内の MLSS 濃度＝

1700mg/L、SRT=5.2day であった。調査は晴天時（12 月 7 日）、曇天時（11 月 14 日）及び夜間（11 月 29 日）

の３回行い、エアーサンプラーによる空気吸引速度は 100L/min とし、5 分間吸引を行い、空気 500L 中に含まれ

る空中浮遊菌の測定を行った。調査時の気象条件は表―１の通りである。空中浮遊菌の測定は各条件において 2
回ずつ行い、2 回の平均値を採用した。 

 
表―１ 実験時の気象条件 

実験日 温度（℃） 湿度（％） 照度(LUX) 風速(m/s) 
11 月 14 日 13～16 63～69 1200～2900 0.3～0.4 
11 月 29 日 10～12 46～61 0 0.4 
12 月 7 日 13～16 27～33 7080～9580 0.4～0.6 

 
（２）結果および考察 

一般細菌については、下水の影響が殆

どないと考えられるバックグラウンド

の空気中からも非常に多く検出され、計

数は不可能であった。一般細菌は下水中

以外の環境にも広く存在する細菌であ

り、現にバックグラウンドの空気中から

も非常に多く検出されていることから、

一般細菌を指標細菌とするのは適切と

は言えないことが分かった。大腸菌群、

大腸菌、腸内細菌、嫌気性芽胞について

は、バックグラウンドでは殆ど検出され

ず、下水中に特異的に存在するとの条件

を概ね満たしていると考えて良いと考

えられた。これらの細菌のうち環境条件

に最も強い細菌は、一般に嫌気性芽胞であると考えられる。大腸菌は下水処理水の再利用水質基準等マニュアル１）

の水質基準として新たに採用されたものである。大腸菌群も長く用いられてきた指標である。これらは指標細菌
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図―１ 空中浮遊菌発生源からの距離と空中浮遊菌数の関係 
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として有望であると考えられたが、嫌気

性芽胞、大腸菌群及び大腸菌は、生物反

応槽上（0m 地点）において検出されな

いか、検出されたとしても検出量は僅か

との結果が得られた（図―１）。これは、

反応槽内濃度が小さいことに起因する

と考えられる（図―２）。再利用に供す

る下水処理水中の細菌濃度は、今回の実

験で用いた生物反応槽内の濃度レベル

よりもさらに 2～3Log 以上低いと考え

られ、本実験において殆ど検出されない

細菌を、下水処理水再利用における空中

浮遊菌の指標細菌として選定するのは

適切ではないと考えられる。 
一方、腸内細菌は、生物反応槽上（0m

地点）において比較的多く検出された

（図－１）。これは、腸内細菌の生物反

応槽内濃度が他の細菌に比べ大きいこ

とが大きな理由と考えられ（図－２）、

空中浮遊菌の指標細菌として腸内細菌

を採用するのが現実的であると考えら

れる。 
なお、生物反応槽上（0m 地点）で 3

回の調査実験全てにおいて空中浮遊菌

が検出された大腸菌群、腸内細菌、嫌気

性芽胞について、生物反応槽内の濃度

（CFU/mL）に対する空中浮遊菌濃度（CFU/L）の比率（以下、

捕捉率（単位：L/mL）と呼ぶ）を比較したところ、各細菌種につ

いて、10-7～10-8程度となっており、細菌の種類による捕捉率の違

いの傾向は特に見られなかった（図－３参照）。 
 

２．２ 空中浮遊菌数に影響を与える因子の検討 

（１） 実験要領 

空中浮遊菌濃度に影響を与える重要な要因として、太陽光線、

湿度、気温、風速、発生源からの距離、飛沫の発生規模、下水中

細菌濃度等が考えられる３）。本検討では、これらの要因のうち、発

生源からの距離が空中浮遊菌濃度に与える影響の検討を行った。 
空中浮遊菌は、孔径 2mm のノズルをホース先端に取り付け、地

下水で16倍に希釈したパイロットプラント生物反応槽内の水をホ

ースに通水し、ポンプの圧力により 1.5m の高さから下方に向け噴 写真―２ 空中浮遊菌発生方法 
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図―３ 生物反応槽内濃度に対する空中浮遊菌濃度の割合 
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霧することにより発生させ（写真－２）、噴霧箇所から風下側へ 1m、3m、5m、10m（一部）の距離における空

中浮遊菌を測定した。なお、測定位置は地表より 1m の高さとした。 
実験は、1 月 6 日、1 月 13 日、2 月 14 日、2 月 15 日の 4 回行った。なお、実験時の気象条件は表―２に示す

通りである。 
 

表―２ 実験時の気象条件 

実験日 温度（℃） 湿度（％） 照度(LUX) 風速(m/s) 
1 月 6 日 3～4 33～37 1070～1910 0.3～1.3 
1 月 13 日 3 59～63 3340～10500 0.4～0.6 
2 月 14 日 16～18 25～29 62400～79100 1.6～2.1 
2 月 15 日 21～22 33～39 52000～60500 1.9～2.0 

 
（２）結果および考察 
実験中に風速の変化の影響を大

きく受けた１月６日の結果を除き、

発生源からの距離が長くなるほど

腸内細菌の捕捉率は低下する傾向

が見られた（図―４）。また、大腸

菌、大腸菌群及び嫌気性芽胞につい

ても同様の傾向が見られた。但し、

データ数が十分でなく、距離と捕捉

率との関係を定量的に評価するた

めにはデータを更に蓄積する必要

がある。なお、気象条件が捕捉率に

与える影響については、気温及び照

度と捕捉率の間には負の相関関係が 
あり、風速及び湿度と捕捉率の間には正の相関関係がある３）とされているが、今回の実験ではデータ数が十分で

ないため、明確な傾向を見出すことはできなかった。 
 

３．PCR法における検出結果の評価方法に関する検討 

 細胞培養法で検出ができないノロウイルス等については PCR 法で検出が可能であるが、PCR 法では感染性

の有無を評価することができないため、リスク評価を行うことができない状況にある。そのため、基礎的な知見

を集積する必要がある。 
（１）実験要領 

PCR 法の利点として、①実験操作が感染危険性から見て安全であること、②実験操作が簡単であること、③実

験結果が短時間で得られること、④検出感度がよいこと、⑤細胞培養法で検出ができないウイルスも検出が可能

であること 等が挙げられるが、感染性の有無を評価することができないという問題点がある。 
そこで、消毒強度と不活化率の関係について、PCR 法による検出結果と細胞培養法による検出結果を比較検討

することにより、PCR 法における検出結果と感染性の有無の関係について実験的検討を行った。具体的には以下

の通りとした。 
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測定対象微生物は、F 特異大腸菌ファージ Qβ（NBRC20012）を用いた。なお、F 特異大腸菌ファージは構造

と大きさが腸管系ウイルスのエンテロウイルスに似ていることから、ウイルスの指標として消毒実験用に活用さ

れている。Milli-Q 水に Qβを添加することにより消毒前試料を作成した。 
消毒方法には、塩素消毒及び紫外線消毒を採用した。消毒条件は表―３に示す通りとした。 
 

表―３ 消毒条件 
塩素消毒 塩素注入率 3.4mg/L、6.5mg/L 接触時間 15 分 
紫外線消毒 照射強度  36mW/cm2 照射時間 １分、２分、３分 

 
Qβ数は、E.coliK12F＋株（NBRC13965）を宿主としたプラック法及び PCR 法によって測定した。消毒前試料

中の Qβが高濃度（プラック法で 105～107PFU/mL）となるように設定したため、PCR 法では前処理としての濃

縮工程は省略した。また、PCR 法における Qβの検出は、片山らの報告４）に準じ、プライマーQβ＋及び Qβ－、

TaqMan プローブとして Qβプローブを用い、AB7500（Applied Biosystems）を用いて蛍光強度をリアルタイム

に測定し、MPN 法により定量評価を行った。 
（２）結果および考察 

 紫外線消毒における照射線量と Qβ不活化率

の関係を図―５に、塩素消毒におけるCt値と Q
β不活化率の関係を図―６に示す。データ数が

不足しており定量的な評価は困難だが、塩素消

毒及び紫外線消毒ともに、PCR 法における不活

化率は、プラック法における不活化率に比べ小

さな値を示しており、PCR 法により算出される

消毒工程における不活化率は過小評価となる可

能性が示唆された。このような結果が得られた

理由としては、PCR 法による検出では、消毒に

より外被や遺伝子の一部が破壊され不活化され

ても、PCR 反応で増幅させる遺伝子領域が残存

していれば検出される可能性があるためと考え

られた。このような PCR 法の特性を考慮する

と、PCR 法における不活化率とプラック法によ

る不活化率の関係は消毒強度により変化するも

のと考えられ、消毒強度の範囲を更に広げて両

者の関係について検討を行う必要がある。 
 
４．まとめ 
本調査では、PCR 法における検出結果の評価

方法に関する検討及び下水処理水再利用におけ

る空中浮遊菌発生量の評価方法に関する検討を

行った。調査の結果得られた知見を以下に示す。 
（１）腸内細菌は空中浮遊菌発生源近傍では比

図―５ 消毒強度と不活化率の関係（紫外線消毒） 
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較的多く検出され、バックグラウンドでは検出されなかったことから、下水処理水再利用における空中浮

遊菌の指標細菌として用いることが可能であることが示唆された。 
（２）空中浮遊菌発生源からの距離が大きいほど、空中浮遊菌濃度は低下するが、その関係は気象条件により変

化することが考えられた。 
（３）PCR 法により算出される不活化率は、プラック法により算出される不活化率に比べ小さな値を示しており、

PCR 法により算出される消毒工程における不活化率は過小評価となる可能性が示唆された。 
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